
労使協定の周知方法に関する対応方針＜法第30条の４第２項関係＞

派遣元事業主は、労使協定方式を採用する場合、法第30条の４第１項各号に掲げる事項を記載した労使協定を過半数

労働組合又は過半数代表者との間で締結し、締結した労使協定を雇用する労働者に周知しなければならない。

周知方法については、就業場所が派遣先であるという派遣労働者の特性を踏まえ、他の労使協定の周知方法とは異な

り、次の①〜③のいずれかにより周知することを省令で規定することとしている。

＜周知方法の概要＞

① 書面の交付等（書面の交付、ファクシミリの送信、電子メール等（SNSを含む。））
② 電子計算機に備えられたファイル、磁気ディスクその他これらに準ずる物に記録し、かつ、労働者が
当該記録の内容を常時確認できるようにすること。（例えば、ＩＤとＰＷによりマイページで確認でき
るようにすることを想定。）

③ 常時派遣元事業主の各事業所の見やすい場所に掲示し、又は備え付けること（当該協定の概要につい
て、①の方法により併せて周知する場合に限る。）。

次の事項について「労働者派遣事業関係業務取扱要領（局長通知）」で明らかにするとともに、パンフレット等で周知する。

１．方法③の「概要」について

概要には、少なくとも、対象となる派遣労働者の範囲、派遣労働者の賃金（基本給、賞与、通勤手当、退職手当等）の決定

方法及び有効期間を盛り込み、派遣労働者が容易に理解できるものとすることが望ましいこと。

※ 「概要」のひな形（案：次ページ）を要領に掲載して周知する予定。

２．派遣労働者希望時の協定本体の交付について

労使協定の周知の趣旨を踏まえると、派遣労働者が求める場合には、いつでも閲覧できるようにすることが必要であるた

め、派遣労働者が希望する場合には、労使協定本体を書面の交付等により周知することが望ましいこと。

＜望ましい対応等＞

１

資料４



○ 対象となる派遣労働者の範囲：プログラマーの業務に従事する従業員

○ 賃金の構成：基本給、賞与、時間外労働手当、深夜・休日労働手当、通勤手当及び退職手当

○ 賃金の決定方法

＜基本給＋賞与＞

＜時間外労働手当、深夜・休日労働手当＞ 法律の定めに従って支給

＜通勤手当＞ 通勤に要する実費に相当する額を支給

＜退職手当＞

○ 有効期間：平成●年●月●日から平成●年●月●日までの●年間

等級（※１） 職務の内容
基本給額
（※２）

賞与額
（※３）

合計額

Ａランク
上級プログラマー

（AI関係等高度なプログラム言語を用いた開発）
1,600～ 320 1,920

Ｂランク
中級プログラマー

（Webアプリ作成等の中程度の難易度の開発）
1,250～ 250 1,500

Ｃランク
初級プログラマー

（Excelのマクロ等、簡易なプログラム言語を用いた開発）
1,000～ 200 1,200

※１ 半期ごとの勤務評価の結果、より高い等級の職務を遂行する能力があると認められた場合には、その能力に応じた派遣就業の機会を提示す
るよう努めるものとする。

※２ 半期ごとの勤務評価の結果、経験の蓄積や能力の向上があると認められた場合には、基本給額の１～３％の範囲で能力手当を加算する。
※３ 半期ごとの勤務評価の結果、Ａ評価（標準より優秀）であれば基本給額の25％相当、Ｂ評価（標準）であれば基本給額の20％相当、Ｃ評価

（標準より物足りない）であれば基本給額の15％相当を支給する。

勤続年数 ３年以上
５年未満

５年以上
10年未満

10年以上
15年未満

15年以上
25年未満

25年以上
35年未満

支給率
（月数）

自己都合退職 1.0 3.0 7.0 10.0 15.0

会社都合退職 2.0 5.0 9.0 12.0 17.0

※１ 退職手当の受給に必要な最低勤続年数は３年とし、退職時の勤続年数が３年未満の場合は支給しない。
※２ 退職時の基本給額に退職手当の支給月数を乗じて得た額を支給する。

※１

※２

周知方法③の「労使協定の概要」のひな形（案）

平成●年 ●月●日
●●人材サービス株式会社 取締役人事部長 ●●●●

●●人材サービス労働組合 執行委員長 ●●●● ２


